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沖縄県における難聴児の早期発見・早期教育に関する検討

沖縄聴覚障害児福祉センター

狩俣富男　　　　銘苅伸子

琉球大学保健学部附属病院耳鼻咽喉科

喜友名千佳子

はじめに

難聴児の早期発見、早期教育の必要性は、いまさ

ら論を待つまでもあるまい。それでは当県の現状は

どうであろうか。

当県において就学前の難聴児を対象に指導教育を

実施しているのは,現状では県立聾学校のみである。

県立聾学校では,現在,就学前の難聴児を年令によ

り,教育相談クラスと幼稚部クラスに分けている。

教育相談クラスは3才児以下の乳幼児を対象とし,

週二回の指導を行なっており,幼稚部クラスは3才

～5才までの幼児を対象にして,月～土曜日の毎日

指導を行なっている。調査当時(昭和53年3月～4

月),幼稚部には11名,教育相談には14名,計25名の

子供達が指導教育を受けていた。

われわれは,これらの子供達が県立聾学校で指導

・教育を受けるに到った経緯を調査することにより,

当県における難聴児の発見ならびに指導・教育の現

状を把超し,現在,全国的に再検討されつつある難

聴児の早期発見・早期教育について,当県における

今後の方策を勘案しつつ検討したので報告する。

調査方法

この調査は,幼稚部11名に対しては昭和53年3月,

教育相談の乳幼児14名に対しては同年4月に実施し

た。実施方法は,幼稚部および教育相談の担任の教

師を通して,両親に調査表を配布し,無記名で,選

択チェック式に回答を求めた。

アンケートは以下に述べる10項目で,最も関わり

のある基本的な事柄を揚げた。

調査結果ならびに考按

昭和39年～40年にかけて,当県では風疹が大流行

し,この時,不幸にも400名に近い難聴児が出生し

た1)2)ことは,われわれの記憶に真新しい。

野田　寛

アンケートではまず始めに,調査対象児が一時期

に集中して出生していないかどうかを確かめるため

に,これら子供の出生年月を調べたところ,表1に

示すように,対象児25名中11名が昭和49年の出生で,

この調査ではもっとも高い数値を示していた。これ

と関連して,昭和51年度および昭和52年度中に,汁

縄聴覚障害児福祉センター(以下「聴覚センター」

と略す)で相談を受けた1才～3才までの乳幼児104

名の出生年月を調べたところ,約半数の51名(49.0

形)が同じく昭和49年出生であった。

表1調査対象児の生年別,年令別内訳

生 年 該 当 児 年 令 読 当 児

昭和46 2 (心 2 (刺 0 (〟

47 5 3 10し

48 6 4 6

49 ll 5 6

50 1 6 3

計 25 (〟 計 25(心

これに関して現在までに問題を提起するような報

告はなされていないが,今後さらに検討を要しよう。

対象児の年令内訳を同じく表1に示したが、昭和

49年出生児は3才～4才児に該当する。

つぎに,子供の聞こえや言葉の異常を両親はいつ

頃気付いたか,という質問に対する解答を表2に示

したoそれによると,生後1才:前にと答えたもの3

名, 1才～1才半にと答えたもの6名, 1才半～2

才の間に7名, 2才～2才半に6名, 2才半～3才

に2名でお,むね1才始めから2才半までに子供の

異常に気付いていた(平均年令は1才7ケ月)0

初珍年令について後藤の調査(1971年)では, 1

才～3才頃に医師をたずねるのが大多数であるとし

ている3)4),

子供の聞こえや言葉の異常に気付いて,両親が最
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表2　聞こえや言葉の異常に気づいた時期

年 令 人 数

0 ～ 6 月 O W

6 月 ～ 1 才 3

1 才 ～ 1 才 6 月 6

1 才 6 月～ 2 才 7

2 才 ～ 2 才 6 月 6

2 才 6 日～ 3 才 2

計 25 W

初に相談に訪れた機関は何処であったか,について

は表3に示すごとく,おもに開業医耳鼻咽喉科と聴

覚センターが掲げられている。

最初に相談に訪ずれた機関での指導・処置につい

ては表4に示す。この表で(ロ)の難聴珍断ののち

教育機関および他の機関を紹介された13人について

は当然の処置として,この項で重視したいことは,

表3　最初に相談に訪れた機関

機 関 名 相秘

開 業 医 耳 鼻 科 w

琉大病院耳鼻咽喉科 3

児 1童 相 談 所 1

保 健 所 2

県 立 ろ う 学 校 0

聴 覚 セ ン タ ー 8

不 明 1

そ の 他 1

計 25 A)

乳幼児期で難聴診断が確定できず,一定期間ののち

再来所するように処置された子供が6名もあったこ

とである。

相談に訪れた総合病院での初珍で,どのような処

置を受けたかについて後藤(1971年)は,その40%

が誤解を受け易い指示を受けているとする調査結果

表4　相談に訪れた機関での指導処置

指 導 処 置 内 容 人 数

イ 難聴珍断 のみにと どまった 1(A )

ロ 難聴診断 の ち教 育機 関及び他の機関紹介 13

ノ、 難聴紗 断がで きず一定期間後再来所 6

難聴珍断 がで きず、他 の機 関 を紹介 2

ホ 不 明 3

計 2 5W

を報告している4)0

調査対象児25名のうち,難聴が確定しているのは
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22名で,未判定1名,残り2名は解答が得られなか

った(表5)。このうち2才までに難聴が確定したの

は20名中僅か6名であった。

表5　調査当時の難聴診断の有無

答 え 人 数

イ 難聴確定 22 0 0

ロ 末 判 定 1

ハ 不 明 2

計 25 (人)

難聴診断を受けた場所については表6に示した。

この項では,おもに聴覚センターと琉球大学保健学

部附属病院耳鼻咽喉科が揚げられている。

表6　難聴診断を受けた場所
(5で難聴確定と答えた子供のみ)

受けた場 所 人 数

開業医 (耳鼻科 ) 2 (心

琉 大病院 (耳 鼻科 ) 6

聴 覚セ ンター 14

その他 0

計 22 (〟

さてつぎに,難聴確定年令についてであるが(秦

7) ,生後1才半までに難聴が確定したもの1名,

1才半～2才までに確定したもの2名, 2才～2才

半に確定したもの5名, 2才半～3才と答えたもの

7名, 3才～3才半1名, 3才半～4才が2名, 4

才以上1名で,難聴確定は2才半～3才の7名をピ

ークに,お,むね2才始めから3才までに診断を受

けており,その平均年令は2才5ケ月であった。

表7　難聴確定年令

年 令 人数

0 ～ 1 才 0 (人)

1 才 ～ 1 才 6 月 1

1 才 6 月～ 2 才 2

2 才 ～ 2 才 6 月 5

2 才 6 月～ 3 才 7

3 才 ～ 3 才 6 月 1

3 才 6 月～ 4 才 2

4 才 ～ 5 才 1

不 明 3

計 22 (人)

県立聾学校で指導・教育を受けるに到った年令,

つまり教育開始年令については,表8に示す通りで

ある。すなわち,生後1才半～2才の間と答えたも
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の3名, 2才～2才半と答えたもの4名, 2才半～

3才が4名と, 3才までに教育を受けるに到ったの

は24名中11名であり, 3才～3才半5名, 3才半～

4才4名, 4才～4才半2名, 4才半以上2名であ

った。教育開始年令は,この調査では2才～4才ま

での拡がりを見せており,その平均年令は3才であ

った。

表8　指導・教育を受けるに到った年令

年 令 読 当児

1 才 ～ 1 才 6 月 0 (人)

1 才 6 月～ 2 才 3

2 才 ～ 2 才 6 月 . 4

2 才 6 月～ 3 才 4

3 才 ～ 3 才 6 月 5

3 才 6 月～ 4 才 4

4 才 ～ 4 才 6 月 2

4 才 6 月～ 5 才 2

不 明 1

計 25 (心

言語の習得は,生後1才～3才頃がもっとも目覚

ましく,したがって聴覚障害児の教育は,できるだ

け早期に, 1才台から始めるのが望ましいとされて

おり5ト7),上述の調査のごとく,当県の聴覚障害児

の教育開始年令,さらに難聴確定の年令はともに満

足され得るものではなく,今後一層の改善が望まれ

る。

県立聾学校で指導・教育を受けるに到ったきっか

けは,表9に見るごとく, 「紹介されて」と答えたも

の17名, 「直接希望」と答えたもの7名であった。

聾学校を紹介したものもしくは機関は,表10に示す

ように,おもに聴覚センターが揚げられていた。

表9　ろう学校で教育を受けるに到ったきっかけ

答 え 人 数

イ 直接希望 7 (人)

ロ 紹介 されて 17

ハ 不 明 1

そ の 他 0

計 25 A )

以上の調査結果をまとめてみると,子供の両親は,

聞こえや言葉の異常を1才始めから2才半までに気

付き(平均1才7ケ月),難聴診断は2才初めから3

才までに受け(平均2才5ケ月),教育開始は2才～

4才までの拡がり(平均3才0ケ月)を見せている

ことになる(図1)0

表10　県立聾学枚を紹介したもの,または機関(2
つの機関で紹介を受けたケース1件を含む)

紹 介 者 又 は 機 関 人 数

イ 友 人 , 知 人 1 (人)

ロ 開業 医 (耳 鼻 科 ) 0

ノ、 琉 大 附 属 病 院 (耳 鼻 科 ) 1

児 童 相 談 所 0

ホ 保 健 所 0

ヘ 聴 覚 セ ン ター 14

ト 不 明 1

チ そ の 他 1

計 18 (人〕

異常発見,難聴珍断,教育開始の年令上の推移を

線で結んで,ケース別に図2に示した。異常発見か

ら難聴診断,さらに教育開始期を結んだ線の傾斜が

水平に近ければ近いほど,また,それが低位置にあ

ればあるほど,難聴児の早期発見・早期教育がスム

ーズに進められていることになり,傾斜が急になれ

ばなるほど,高位置にあればあるほど,これらがう

まく行なわれていないことになる。図2のグラフを

見ると,急な傾斜を示すものが少なくなく,難聴児

の教育開始は1才台が望ましいとされる現在,その

年令的位置は可成り高位にあるのがわかる。したが

って,当県における難聴児の早期発見,早期教育の

現状は今なお充分ではないと云えよう。

近年,難聴乳幼児の判定は,脳波聴力検査,イン

ピーダンス・オージオメトリーなど他覚的聴力検査

の発達により,従来の乳幼児聴力検査に加え、さら

に早期に,しかも確実になされるようになり5)8ト111

難聴による言語発育遅延か,それとも知能障害,悼

緒障害に起因するものであるか否かの判定が困難で

あったケースにおいても,現在では,比較的容易に

しかも確実に鑑別が可能となってきている。それ故,

今後,難聴乳幼児の早期発見・早期教育の啓蒙にさ

らに力をそそぐとともに,これら乳幼児の確定診断

ならびに早期教育へ,関係者-同が,一層の努力を

しかすればならないことを痛感させられた。

おわりに

沖縄県における難聴乳幼児の早期発見・早期教育

の実現を目標として,昭和52学年度に沖縄県立聾学

校で教育・指導を受けていた就学前の難聴児25名が

辿った経緯を調査検討した。

対象児の異常発見,難聴診断,教育開始のそれぞ

れの平均年令は1才7ケ月, 2才5ケ月, 3才で,
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異常発見、難聴診断、教育開始の年令推移

図1
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(調査対象児25名)

※未解答で年令を明らかにし得ないものが、 (Ⅲ)で5名、 (叫で1名であったo

難聴児教育が1才台から望まれる現在,その障りは

著明で,その状況改善のために,今後さらに努力せ

ねばならないことが判明した。

難聴児の早期診断に深い関わりをもつのは,この

調査では開業医耳鼻咽喉科,琉球大学保健学部附属

病院耳鼻咽喉科,沖縄聴覚障害児福祉センターであ

り,今後もこれらの機関が中心となって,一般への

啓蒙を含めて,難聴児の早期発見・早期教育のため

への努力が望まれる。

本論文の要旨は,第8回日本耳鼻咽喉科学会沖縄

県地方部会学術講演会にて発表した.
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A Study on the Discovery and the Education of Hearing
Loss Children in an Early Stage in Okinawa

Okinawa Welfare Center for Hearing Loss Children

Tomio KARMATA and Nobuko MEKARU

Department of Otorhinolaryngology, College of Health Sciences, University of tBe Ryukyus

Chikako KIYUNA and Yutaka NODA

Aiming at the better conditions to discover and educate the hearing loss children in an early

stage in Okinawa, we studied on the courses of the pre-school hearing loss children in the Okinawa

Prefectural School for the Hearing Loss Children with the questionnaire to their parents, how

they found their ways there at last to have the educations.

These children were, on an average, suspected by their parents to be hearing loss in one year

and seven months old, diagnosed to be a deaf child in two years and five months old, and received

their educations in three years old.
These situations in Okinawa are not far enough forward, because the educations for hearing loss

children are now expected to be started before two years old.

It is keenly felt that we, the referred institutes, i. e., Okinawa Welfare Center for Hearing Loss

Children, ORL-Clinic of the Ryukyu Univ. Hospital and ORL-Practitioners, must make efforts to

discover and educate the hearing loss children in the earlier stages with the enlightenment

movements.


